
日本経済再生の原動力を求めて	


!
深尾　京司（一橋大学）!
権　赫旭（日本大学）!

!
在日米国商工会議所（"##$）白書 

「成長に向けた新たな航路への舵取り～!
日本の指導者への提言」!

記者発表会（%&'&年'' 月%(日）報告用資料	
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報告の構成	


１．日本の喫緊の課題：需要の創出!
!
２．イノベーションの加速に何が必要か!
!
３．誰が雇用を創出しているか!
!
４．政策的含意!
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１．日本の喫緊の課題：需要の創出	


)*+ ギャップ、,)*+
‐潜在)*+-. 潜在
)*+- はマイナス
/012、大学就職内
定率（'&月' 日現
在）は過去最悪の
13042!
!
政府の新成長戦略
は、%&年にわたる
長期停滞の原因究
明に基づかず、需
要創出の具体策に
も欠ける。	
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図 1．GDPギャップの推移	
 (%) 
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資料）内閣府 (2010) とその背景資料。 



日本は%&年間需要不足に苦しんで来た	

外需依存、財政政策による需要拡大は、短期的には非常に
重要だが持続は困難。今後の日本にとっては、民間投資・消
費の拡大が重要。!
!

必要な政策の方向性!
' ）人口減少、収益率低下の割には、民間投資は堅調であっ
た（'55&6%&&4年における労働生産性上昇への資本装備率
上昇の寄与は米国より高い）。実質金利引き下げでいたずら
に投資を刺激するよりも、生産性を高めることで投資の収益
率を引き上げたり、有望な投資を活発に行う企業群を育てる。!

%）雇用創出・生産性上昇による所得増加を通じた消費促進。	
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日本における資本係数と粗資本収益率の推移

名目資本係数：総固定資本形成デフレーター・実質資本ストック／名目GDP
資本の祖収益率：粗営業余剰／（総固定資本形成デフレーター＊実質資本ストック）
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TFP上昇が資本
係数下落と労働生
産性上昇の併存
を可能にする	




¥! 日本の労働生産性キャッ
チアップは、'55&年代以
降停止。!

¥! 労働生産性は、まだ米国
の4割の水準。!

¥! 労働生産性格差は資本
装備率の格差ではなく、
全要素生産性（78+）格差
に起因。!

!
→78+を上昇させる大きな余
地。!
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報告の構成	


１．日本の喫緊の課題：需要の創出!
!
２．イノベーションの加速に何が必要か!
!
３．誰が雇用を創出しているか!
!
４．政策的含意!
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２．イノベーションの加速に何が必要か!

¥! ９０年代以
降製造業で
全要素生産
性（78+）上
昇が減速。!

¥! 非製造業で
は昔から
78+上昇が
停滞。!
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製造業では大企業のみが好調!
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図 17．工業統計表における事業所規模別の 
TFP上昇率（年率、%） 
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出所：金・深尾・牧野 (2010)。 

¥! 大企業は78+
上昇を加速。!

¥! 中小企業が
取り残された。!

!
←研究開発・国
際化に出遅
れ。大企業
からのスピル
オーバーの
減少？!



新陳代謝が機能せず!
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製造業におけるTFP上昇の要因分解（年率、％）マイナスの
退出効果
（生産性の
高い工場
が閉鎖さ
れ、生産
性の低い
工場が
残った。）!

←経済の
新陳代謝
機能の停
滞!

!



大企業は生産を拡大せず!

¥! 大企業は国
内生産を拡
大せず（空
洞化・子会
社への雇用
移転、等）。!

!
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企業が主要な貯蓄主体に!

借入総額と
返済負担は
少なくなっ
たにもかか
わらず、企
業部門は収
益を配当に
回さず。!
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民間・家計・企業の粗貯蓄対名目GDP比　（％）

注）企業貯蓄は非金融法人企業と金融機関の合計。

出所）平成20年度国民経済計算確報 （平成12年基準、93SNA、平成22年2月11日）
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	Z	t : JIP 2006 �S�‘�|  Council of Economic Advisers, Economic Report of the President , 2005.
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¥! 経済のサービス
化により、製造
業がマクロ経済
に占めるシェア
は（雇用・付加価
値で見て）約２割
に。!

!
→非製造業のイノ
ベーション加速
が急務。!



非製造業のイノベーション：長期停滞の原因!
¥!新陳代謝機能の停滞（参入・退出が少ない）!
¥!情報通信技術（9#7）投資の低迷!
¥!無形資産投資（将来の生産・収益拡大のための有
形資産以外への支出）が少ない 
!

←　労働問題と密接に関連!
Ð!組織変革や雇用調整、職業訓練を避けるため、パッ
ケージ・ソフトウェアでなくカスタム・ソフトウェアを購入!

Ð!予想閉鎖コストが高いため、新規開設せず!

Ð!非正規雇用者には職業訓練せず!
Ð!雇用維持のためアウトソースできず!
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9#7投資.)*+ 比率は主要先進国中最低!
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図 9．主要先進国における ICT 投資／GDP比率の比較 
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日本は、
サービス業
における経
済的競争力
獲得のため
の無形資産
投資（組織
変革、オフ・
ザ・ジョブ・ト
レーニング、
広告宣伝
等）が特に
少ない。!



イノベーションと新陳代謝加速のために!
¥! 9#7投資や無形資産投資を促進。!
¥! 外資系企業や国際化・研究開発に積極的な社齢の若い
中堅企業を誘致・育成（これらの企業の生産性はしばしば
大企業以上、しかも生産拡大に積極的）。!

¥! 国際化や研究開発に後れを取った中小企業については
:;" による改革も有望。!

¥! 起業家の育成や企業創設の促進。!
¥! 日系多国籍企業の国内回帰を促進（国内の立地環境整
備、7++促進等を含む）!

¥! 労働市場改革（セーフティー・ネットを整備すると同時に労
働の流動性を高める、正規・パート労働間の不公正な格
差を縮小）。!
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報告の構成	


１．日本の喫緊の課題：需要の創出!
!
２．イノベーションの加速に何が必要か!
!
３．誰が雇用を創出しているか!
!
４．政策的含意!
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３．誰が雇用を創出しているか!
雇用と労働時間の縮小が急速に進行!
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３．誰が雇用を創出しているか：所有形態別分析!

事業所企業統計調査のミクロデータを集計することにより、
会社組織の常用雇用（正社員とパート・アルバイトの和）の
純創出を所有形態別に分析した。	

!

:;" を除いた雇用の純増を見ると!
Ð!独立系企業では、'5546%&&4年に/31万人の雇用減が起き
た。!

Ð!日本の子会社の雇用は、'5546%&&4年に'&万人増加した。!
Ð!外資系企業の雇用は、'5546%&&4年に'1万人増加した。こ
の他、:;" を通じた外資の雇用増は%万人。 
!

日本の子会社：議決権の1&2以上を単独で所有する親会社が国内にある企業!

独立系企業：日本の子会社、外資系企業以外の全ての企業）!

外資系企業：議決権の1&2以上を単独で所有する親会社が海外にある企業および
外国の会社に属する事業所! 21	




３．誰が雇用を創出しているか：社齢別分析!
参入企業を含む
&61歳の企業だけ
でなく、16'&歳の
企業も規模拡大
により雇用を創出
している。社齢が
高い企業群ほど、
退出や規模縮小
により雇用の純減
が大きい。!

!
若い企業が鍵。米
国でも同様の傾
向あり。! 22	


企業の社齢別に見た常用雇用の純増：2001-06年 
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３．誰が雇用を創出しているか：規模別分析!
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雇用の純増率
で見て最も活発
に雇用を作り出
しているのは、1
人未満の零細
企業と、雇用者
1&&6'<&&&人の
中堅企業。!



報告の構成	


１．日本の喫緊の課題：需要の創出!
!
２．イノベーションの加速に何が必要か!
!
３．誰が雇用を創出しているか!
!
４．政策的含意!
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日本企業の子会社については、親会社に含めて図式化した。 
右あがりの楕円は、当該企業群内で新陳代謝が機能していることを示す。 

独立系企業（大企業

を除く） 

大企業（上場企業など。製

造業では多国籍企業化） 
 

外資系企業 

有望な独立系企業

（若く、R&Dや国
際化に積極的） 

 

生産性水準・ 
イノベーション 

国内での雇用創
出・設備投資（新
規参入による寄
与を含む） 

４．政策的含意!
!
イノベーション
と雇用創出を
進めている企
業群に焦点を
絞った政策が
必要	




(．政策的含意：誰が雇用を創出しているか!

¥! 社齢の高い大企業の雇用が特に減少（国内子会社への雇用
移転や生産の海外移転が背景にある）。	


¥! 外資系企業の雇用は'3万人増加（大部分は新規参入と既存
企業の拡大。買収と売却はほぼ相殺）。	


¥! 若い企業ほど雇用を創出。社齢が高い企業群ほど、退出や規
模縮小により雇用の純減が大きかった。	


¥! 規模別に見ると、1人未満の零細企業と、雇用者1&&6'<&&&人
の中堅企業が活発に雇用を作り出している。若い企業にとって
は1&&人規模の企業に成長できるか否かが鍵。!
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(．政策的含意：必要な施策とその効果の試算	


他の先進諸国に大きく後れをとったこれらの分野で政策を発動す
れば、十分な需要・雇用創出と高成長が達成できる。 
女性労働の活用や高度な人材の受入れ等、他の政策もありうる。	
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参考' ：経済効果試算における主な仮定と留意点!
=-! 9#7投資・)*+ 比率が現在の(2 から米英並みの'%2に上昇、一方有形資産投資は資金

制約等のため対)*+ 比(2 減少。資本財のうち%12は輸入。9#7資本と非9#7資本の資本
コストはそれぞれ&0%1、&0'1。9#7投資により、9#7生産以外の製造業（)*+ の'12 を占め
ると仮定）と流通業（)*+ の%12を占めると仮定）の78+（付加価値ベース）上昇率が米国
並みの水準まで、それぞれ%2、'2 加速。78+上昇加速の投資誘発効果は考慮せず。な
お、潜在成長率引き上げ効果は、資本減耗の拡大により次第に下落して行く。	


>-! 再配分効果の改善により78+上昇率（ハロッド中立的技術進歩）が&012上昇。労働分配
率は%./、資本係数は/ 。資本財の%12は輸入として、投資誘発効果を考慮。	


	


?-! 外資系企業の78+は日本企業の平均より'12 高く、国内生産に占める外資による生産の
シェアが毎年'2 ポントづつ上昇すると仮定。詳しい想定については+=@ABC?DE!=FG!8HD=I!
,%&&J-!参照。ただし資本係数は/ 、投資需要の/.( は国内財に向かうと仮定。 	
!

!

G-! 企業の経済的競争力強化のための無形資産投資を対)*+ 比'2 拡大。無形資産投資の
資本コストは&0%1。潜在成長率引き上げ効果は、時間の経過につれ低下。	


	


政策効果は概算であり、また具体的施策については今後の検討が必要。投資促進
や政府による企業行動の誘導は、経済的コストを伴うが、膨大なデフレギャップ
が存在する現況では、大きくないはず。消費の拡大など、間接効果に関する一
般均衡分析は行っていない。 	
 	
! 28	




参考%：日本では大企業を中心に研究開発は活発!
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¥! 労働生産性キャッ
チアップの停止!

¥! 人口一人当たり労
働時間の短縮!

¥! 生産性停滞等によ
る実質レート円安
化!

が我々を貧しくした。!
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参考/ ：なぜ日本人
は貧しくなったか!


